
テクノロジーマクロフォースの拡大
過去、現在、未来のテクノロジートレンドを理解する

クラウド、アナリティクス、デジタルエクスペリエンスといったテクノロジーは、
過去10年にわたりIT運用、ビジネスモデル、および市場に大きな影響をもた
らしてきた。これらのテクノロジーを「トレンド」と呼ぶにはもはや相応しく

ないかもしれないが、その影響はどれだけ誇張してもし過ぎることはなく、むしろ更
なる進化を続けている。近年、ブロックチェーン、コグニティブ、デジタルリアリティ
（AR、VR、IoTなど）の3つが新しいテクノロジートレンドとして挙げられ、個々に大
きな影響力を示している。さらに、企業が現状のビジネスを継続しながら、イノベー
ション活用することを可能にする3つのテクノロジートレンドとして、コアモダナイゼー
ション、ビジネスオブテクノロジー、そしてセキュリティとプライバシーの先を見据え
たサイバーリスク戦略がある。ここまでに挙げた9つのマクロフォースは過去から現
在に至るまでの技術革新の根幹である。これらのテクノロジーは急速なペースで進
化を遂げており、更に組み合わせて活用されることで個々のテクノロジーの変革へよ
り刺激を与えている。

デジタルエクスペリエンス、アナリティクス、クラ
ウドといったテクノロジーがまだ将来性のある革新
であった時代から成熟したトレンドへと進化するまで、
「Tech Trends」では過去9度の発行を通して、これ
らの強力なマクロフォース（クラウド、アナリティクス、
デジタルエクスペリエンス、ブロックチェーン、コグニ
ティブ、デジタルリアリティ、コアモダナイゼーション、
ビジネスオブテクノロジー、サイバーリスク戦略）を
検証してきた。我々はこれらテクノロジーの高い潜在
能力に目をつけ、戦略的な機会を見出すために未来
を見据えて活動してきたのだ。
実際、これらのテクノロジーが単なるトレンドでは
ないことは証明されている。時間の経過とともに業

界の垣根を越えて進化・拡大し、今日では企業のIT
の枠にとどまらず、企業戦略を策定するために不可
欠な要素と見なされている。最近の技術トレンドと
いう観点で、デジタル、アナリティクス、クラウドは、
広く利用されており実績があるにもかかわらず、その
潜在能力をまだ十分に活用できていない。往々にし
てそれらのテクノロジーへの投資は部門別に行われ、
範囲は限定的である。同様に、一部企業では、アナ
リティクス、クラウド、デジタルの活用に向けたイニ
シアティブが個別に組成され、それぞれの活動が互
いにコンフリクトを起こしてさえいる。そしてこういっ
た既に普及した技術でさえ、より高性能になり、多く
のビジネスモデルに活用でき、広範な市場へ適用で
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きるという点で驚異的なスピードで変化・進化し続け
ている。
一方、デジタルリアリティ、コグニティブ、ブロック

チェーンの3つの新しいテクノロジートレンドが急速に
重要性を増している。AR/VRによって、人の周辺環境
とデータ、および相互の接点がどのように変化したか
を、近年発行した「Tech Trends」では述べてきた。
我々はビットコインの提供者や購入者に代表されるよ
うに、ブロックチェーンの華々しい登場を見てきた。
そして、機械学習、RPA（ロボティック・プロセス・オー
トメーション）、自然言語処理、ニューラルネットワー
ク、AIなどのコグニティブ技術が、未成熟な縦割り機
能から戦略実行の手段へと移行するにつれて、ビジ
ネスと社会にもたらす大きな可能性を探ってきた。こ
れら3つのトレンドは、まだ登場して間もないが、今
日のクラウド、アナリティクス、デジタルエクスペリエ
ンスと同じように幅広く認知され、影響力を持つだろ
う。
もちろん、未来の可能性については、技術の現状

に鑑みて言及されるべきだ。過去から現在、そして
未来にわたってのデジタルトランスフォーメーションに
ついて言及するには、3つのマクロフォースが不可欠

である。まず、コアモダナイゼーションにおいて、既
存の資産をイノベーションと成長の基盤としてどのよ
うに活用するかを計画する。次にサイバーリスクおよ
びその広がり続けるリスク管理領域を、コンプライア
ンス遵守のための活動から戦略的な活動へと位置づ
けを変更する。そして、変化し続けるこの世界にお
いて、既存・新規のテクノロジーを迅速に有効活用
するため、組織を再設計する。ビジネスオブテクノロ
ジー、コアモダナイゼーション、およびサイバーがど
のようにトレンドとなり、市民権を得たかを、過去の

「Tech Trends」で述べてきた。急速なイノベーショ
ンによって市場が混乱する中で、既存のITにとらわれ
ずにその根底にある資産またはリスクの取扱いにつ
いて戦略的な決定を下す必要があることを、CIOおよ
びビジネスリーダーは認識している。
まとめると、これら9つのトレンドは重要かつ大き
な影響力を持つテクノロジーである。テクノロジーの
トレンドについて語る際、既存技術ではなく、最新
と謳われる技術に着目されがちであり、事実、今日
これらの9つのトレンドは目新しいものではない。し
かし、それらが目新しさを失ったからといって、特段
重要でなくなったというわけではない。実際、テクノ
ロジーとビジネスのリーダーが直面している最も差し
迫った課題の一つは、これらの巨大な力がもたらす
真価を、いかにして発掘し、活用するかである。
たとえば、未来の工場では、次世代ERP、機械学
習、製造現場での組み込みセンサー、ARトレーニング、
モバイルの活用、予測スケジュール機能、安全なネッ
トワーク、サプライチェーン全般のワークフロー管理
のためのクラウドツールを、整合性を取りながら導入
する必要がある。労働者の再教育と、従来の伝統的
なITとOT（運用技術）の役割およびスキルの融合の
必要性はいうまでもない。
個々のテクノロジーの衝突やイノベーションを通じ

て、テクノロジーは、企業のIT、ビジネス、そして市
場をより広範囲に亘り支配していくことになるだろう。
この大きな流れは、我々をデジタルフロンティアの
先の世界へと導いていくことになる。

ビジネスにおける影響力を探る

初めに…
重要なテクノロジートレンドとして、まずデジタル

エクスペリエンス、アナリティクス、クラウドの存在が
ある。9つのマクロフォースのうち、これら3つは過去
10年間で一貫して、最も多くのマインドシェア（およ
び投資額）を獲得してきた。今日、これらはテクノロ
ジートレンドを支える3本の大きな柱として存在してい
る。

マクロフォースは、
デジタルフロンティアの
先の世界へと
導いていくことになる。
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デジタルエクスペリエンス
これまでデジタルという用語は、ソーシャル、モバ
イル、またはWebなど、特定のチャネルに重点を置
いた顧客向けマーケティング手法の省略形として使用
されてきた。今日におけるデジタルとは、そういった
マーケティングやセールスなどの目的に制限せず、ビ
ジネスとして関係する顧客、従業員、サプライヤなど
とのあらゆる取引や処理を支えるもの、として広くと
らえられている。例えば、とある自治体では、従業
員が医療費補助申請の承認処理を行うための仕組み
にデジタルエクスペリエンスを活用している。ツール
を支えるテクノロジーとして、コグニティブアルゴリズ
ム、RPA、さらには将来の健康を事前に予測分析す
るエンジンが搭載されており、これまで多くの従業員
が時間を費やしていた単純かつルーティンな承認ワー
クフローをこのツールが代替しているのだ。自治体と
しては、空いた時間をもっと繊細で複雑な業務へ費
やすことができ、作業の効率性を高めることができる
ばかりでなく、質を向上させることにもつながってい
る。また、最先端のファストフード店やコンビニエン
スストアでは、リモートオーダー用モバイルアプリケー
ションを開発し、カスタマエクスペリエンスを変革す
るだけでなく、新しいアプリケーションの活用プロセ
スに合わせて従来の小売や配達業務そのものを再設
計する例もある。デジタルエクスペリエンスは、ビジ
ネスのやり方だけでなく、そのビジネスを通して有意
義な体験や記憶をどう作るかということを重視してお
り、こういった考え方がビジネス戦略の中心となって
きている。 

アナリティクス
テクノロジー投資の初期から、データとその根底に
ある複雑さは企業運営における永遠のテーマであっ
た。アナリティクスが約束してきたことは、データの
活用により顧客、市場、組織、オペレーションおよび
企業運営のあらゆる側面に対して洞察を提供するこ
とである。しかし、これまでのアナリティクスの取組
みで実現できたことと言えば、すでに起こっているこ
とを説明する、または現在起こっているものについて
リアルタイムの結果を提示する、といったレベルに留
まり、これでは企業運営において十分に役割を果た
しているとは言い難かった。今日の企業にとって求め
られていることは、将来を予測して俊敏に応答してい
く能力である。しかし、これはそれほど単純なことで

はない。アナリティクスにおいて、分析エンジン、ア
ルゴリズム、および分析基盤を支えるインフラはより
強力になったが、一方で分析に使用可能なデータ量
は指数関数的に増加した。従来のシステム内に存在
する加工されたデータ以外からも情報を得ることが
可能となったのだ。企業は、どのようにしてシステム
ログやセンサーデータ、静止画、ビデオ、オーディオ、
バイオメトリック情報およびソーシャルフィードからの
コメントやフィードバックなど、境界を越えたデータ
を活用していくのか。企業が市場で競争力を維持す
るためには、まずこの質問に対する回答を持たなけ
ればならない。
我々は現在起こっていることをとらえる、というこ

とから将来起こることを予測する、という視点へと焦
点を移しつつある。コグニティブとの衝突を通して、
アナリティクスが提供した洞察に対して更に私たちが
どう行動すればよいかという答えまで教えてくれ、更
にはその行動まで自動化する時代がもう間もなく訪
れるだろう。

クラウド 
過去10年間、クラウドは常にエンタープライズITの

テクノロジートレンドとして注目を集めてきた。10年
の年月を経て、「クラウドとは何か、なぜそれが重要
なのか」という控えめな議論から、「いつ、どこでク
ラウドを使用してコストを削減するのか」、「なぜクラ
ウドを使用しないのか」という議論へとシフトしつつ
ある。クラウドは、単なるテクノロジーコストの削減
手段から、ビジネス変革を促すデリバリモデルの最適
化手段へと、意味合いを変化させてきたのだ。簡単
に言えば、クラウドは、イノベーションを築くための
基盤となりつつあるということだ。
テクノロジーの影響力が進展するにつれて、クラウ

ドは比類のない重要性を持ち、しばらくの間その傾
向は続くだろう。クラウドが持つ可能性は完全には明
らかになっていない。あまりにも多くの企業が、クラ
ウドをワークロード移行の手段として、あるいは単な
るデータセンタの拡張やIT基盤戦略の一環として考え
ている。しかし、より複雑な将来を見据えた質問を
する人々が増えるにつれて、この状況は変わっていく
だろう。例えば、「クラウドネイティブサービスを使用
して製品をより早く生産することができるか」、「より
多くのデータを処理・活用して新しい製品を生み出
したいが、大規模な計算処理をどこで行えばよいか」、
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「バックオフィスをクラウド化することで、M&Aを加速
できるか」、「クラウド使用量を分散使用することで税
優遇されるか」といったものだ。
今後数年間で、大手クラウドサービスプロバイダは、
企業の長期的な成長を見据えた新しいイノベーショ
ンを開発するためのプラットフォームとして、自社製
品の潜在価値を強調するようになるはずだ。例えば、
IaaSやSaaSを採用している顧客が、AI、ブロックチェー
ン、デジタルリアリティ、量子コンピューティングなど
にアクセスする目的でクラウドを採用するようになる
かもしれない。クラウドは、今後もビジネス競争上
の差別化要因であり続けるだろう。 

迅速なアプローチ
今後5年間で、デジタルリアリティ、ブロックチェー

ン、およびコグニティブは、今日のデジタルエクスペ
リエンス、アナリティクスやクラウドと同じくらい重要
な位置づけになるだろう。それらの歴史は始まった
ばかりだが、それぞれが業界を越えて実に多くの場
面で採用されている。ほんのごく最近、ようやく目立
ち始めたばかりのテクノロジートレンドが、すでに大
きな影響力を示しつつあることには驚きを隠せない。
企業は今後も迅速に、柔軟にテクノロジーを適応し
ていくことが求められるだろう。対応に遅れる企業は、
イノベーションの機会を逃してしまったと感じるかも
しれない。

デジタルリアリティ
拡張現実（AR：Augmented Reality）、バーチャル

リアリティ（VR：Virtual Reality）、複合現実（MR：
Mixed Reality）、モノのインターネット（IoT：Internet 
of Things）、そして没入型/空間技術を包括する用語
であるデジタルリアリティは、昨今、人間がデータ、
テクノロジー双方と関わりあうことを再定義している。
ウエアラブル、「スマート」なデバイス、センサーな
どのブレイクスルーは、時にマインドシェアを支配す
るが、ここでいうデジタルリアルティはデバイスのこと

ではなく、現在まで不可能であった相互作用とエクス
ペリエンスの可能性を開くことだ。
デジタル時代では、我々はガラスの画面を通した
不自然な形でしかデジタルと接することができなかっ
た。一方、デジタルリアリティではキーボードやタッ
チスクリーンを超越し、よりリアルで親密で自然なも
のを提供し、新しく魅力的な関わりを可能にする。こ
れらの体験を提供するのに必要とされる基礎的な能
力は進歩しており、会話インターフェース、コンピュー
タビジョン、および聴覚技術の進歩により、デジタル
の世界と対話するための全く新しい夢のような方法が
現実のものになっている。企業の投資は消費者の需

要を上回っており、製品や
メディア、ゲーム、エンター
テインメントは進歩し続けて
いる。1既存のケイパビリティ
が成熟し、新しいものが出
現し、ツール、パターン、
およびスキルセットがデジタ

ルリアリティの可能性を最大限に引き出すために進化
することは、エコシステム全般にとって朗報である。

ブロックチェーン
業界全体で、組織変革が進むにつれて、ブロック

チェーンテクノロジー採用の幅は広がり続けている。
IDC社は、ブロックチェーンソリューションに対する世
界の年間支出は2021年までに97億米ドルに達すると
予測している。2 2年前、ブロックチェーンという言葉
が「仮想通貨サービスを成り立たせるためのテクノ
ロジー」程度でしか認知されていなかったことを考え
ると、このテクノロジーの成果は目覚しい。今日に
おけるブロックチェーンは、Web通信を信頼するた
めのもの・・・それは、ビジネスだけでなく、人間
のやりとりや、考え方さえも変える、大きな影響力を
持ったテクノロジーへと成長した。大企業は、エン
タープライズクラスのブロックチェーンソリューション
を活用し、複数の異種データベース間の連携を容易
にしている。技術的ハードルや制限ポリシーがさらに
改善されれば、今後数年間で、ゲートウェイ、EAIな
どの統合レイヤ、およびテクノロジーの共通基準に
飛躍的な進歩が見られるだろう。トランザクション処
理のスケーラビリティとコストパフォーマンスに関する
懸念は、PoS（Proof of Stake）がPoW（Proof of 
Work）の代替手段になるにつれて解決されてきてい

ほんのごく最近、ようやく目立ち始めたばか
りのテクノロジートレンドが、すでに大きな影
響力を示しつつあることには驚きを隠せない。
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る。今後、さらなる突破口が開かれれば、ブロック
チェーンはさらにユビキタスな存在になることが期待
される。ブロックチェーンは今後、組織、産業、機能、
地域を越えた大規模な変革と可能性を包括するテク
ノロジーとして期待される。

コグニティブ技術
コグニティブは、機械学習、ニューラルネットワー
ク、RPA、ボット、自然言語処理（NLP）、および広
い意味でのAIといったテクノロジー群の総称である。
コグニティブ技術は、増え続けるデータを理解するの
に役立ち、従来の分析手法では計り知れない量の情
報と複雑さを扱う。アルゴリズムは、クエリに代わる
ものであり、徐々に自己学習していくため、機械は
潜在的に意味合いや序列の繋がりを探すことができ、
従来の見識では考えられなかったパターンや関係性
を見つけることができる。そして単に知見を視覚化す
るだけではなく、コグニティブツールセットは人間の
反応を高め、適切な行動を自動化する可能性がある。
従来の分析が既知の問題を見つけて答えることに焦
点を当てていたのに対して、コグニティブは新しい問
題を呼び起こすと同時にその発見する処理を短絡さ
せているように見える。
しかし、アナリティクスと同様に、基礎となるデー
タはコグニティブにとって非常に重要である。アルゴ
リズムと高度なモデルは、信頼のできる正確な基礎
データに依存する。コグニティブは構築されている機
械学習、自然言語、およびRPAを使用し、データの
取込み、分類、および相関付けを行うためにデータ
管理およびデータ構造へ新しい動的なアプローチを
提供する。しかし、ほとんどの組織はまだ旅の初期
段階にある。重要なのは、より幅広い文化と組織の
活性化である。機械がデータ主導で分析的になるこ
とは困難である。機械にビジネスの中核となる業務
の意思決定およびその実行をさせるためにはさらな
る信頼が必要である。

今日の現実から明日への旅
9つのマクロフォースのうち、ビジネスオブテクノロ
ジー、コアモダナイゼーション、サイバーの存在感が
増しつつある。これら3つの要素は、これまではデジ
タルやアナリティクス、クラウドといったビッグネーム
の陰に隠れており、デジタルリアリティ、コグニティブ、
ブロックチェーンのように新聞の見出しを飾るような

派手さを持ち合わせてはいなかった。しかし、これ
らの要素は、ほかのすべてのマクロトレンドを下支え
する必要不可欠な存在であり続けている。すなわち、
ビジネスオブテクノロジー、コアモダナイゼーション
そしてサイバーが、ほかのマクロトレンドを通じてテ
クノロジーの変革を可能にしているということである。
これらの3つのマクロフォースは、我々が思い描くテク
ノロジー変革の未来へと至るための基盤となるもの
である。 

ビジネスオブテクノロジー
過去10年間、CIO、CTOおよびそのほかのテクノ

ロジーリーダーは、常に企業変革という課題に取組
み続けてきた。テクノロジーを活用した破壊的で迅
速な革新が求められる昨今、IT組織を再編・再定義
し、企業活動の基盤としてビジネスニーズに即応でき
るようにするためには何が必要なのであろうか。この
問いに答えるべく、企業は綿密な計画を練り、様々
なプロジェクトやイニシアティブを立ち上げ、多額の
IT予算を投下している。しかし、多くの場合において、
この取組みは失敗している。それは、一部のテクノ
ロジーリーダーが気づきつつあるように、この取組み
は非常に難易度が高いものだからである。
デロイトが年次で発行している「Tech Trends」で
は、すべての企業がテクノロジーカンパニーであり、
すべての従業員がテクノロジストであるという考えを
メインテーマに据えている。ビジネスとテクノロジー
組織の境界線が曖昧になった今日においては、この
テーマは特に重要である。付加価値の低いルーティ
ン作業からIT組織の人員を解放し、よりビジネスの
成果に直結する活動へ注力させるよう、テクノロジー
チームの在り方を変革することが、企業にとってこれ
まで以上に重要となるのである。この新しいモデルで
は、ビジネスとテクノロジーチームが協業することで、
これまでより迅速に成果を提供することができるよう
になる。もちろん、拡張性、信頼性、セキュリティ、
保守性といった従来のIT組織が主眼としていた企業
のIT基盤を損なうことなく、これまでのアプローチや
テクノロジーでは描くことができなかった将来を見据
え、ITの限界を超えていくことができるようになるの
である。ビジネスオブテクノロジーというマクロフォー
スは、企業がどのようにして、テクノロジーと戦略を
融合させ、IT組織を再編・再定義し、この新しいテク
ノロジーの世界において、コスト効率良く生き残るか
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についての、より広範な考え方である。このような本
質的な変革を実現するためには、CIOやCTOレベル
での議論だけでは不十分である。CEO・取締役会レ
ベルでこのテーマを議論することで、大きな影響力を
持ったテクノロジーの意味と意義を理解し、優先順
位付けをした上で取組んでいくことができるのである。

コアモダナイゼーション 
レガシーシステムに多大な投資を行っている企業
が、どのようにしてそれらのシステムを革新的なイノ
ベーションの基盤とし、より価値を引き出すことがで
きるか、を解き明かすことをコアモダナイゼーション
は目指している。数多くの既存レガシー環境がもたら
す複雑性とそれらが生み出してきたテクノロジー負債
の規模を考えると、これが難しい取組みであることは
明白である。いくつかの組織では、テクノロジストや
ビジネス側の要員にマイクロサービスを活用させるこ
とで、レガシーコアを再活性化し利活用する機会を
増やしつつある。コアモダナイゼーションでは、ただ
単にレガシーシステムをリプラットフォームするだけに
とどまらず、デジタルやクラウド、そのほかのマクロ
フォースを組み込んだ、次世代のERPコアを構築する
ためのロードマップの策定をも実現していく。
この変革を主導するリーダー達は、テクノロジー負

債を、テクノロジー資本に変える機会を探している。
コアモダナイゼーションは、全く新しいITの在り方を
描く機会を提供することができる。例えば、コアモダ
ナイゼーション戦略には、リプラットフォーム、リバイ
タライズ、リメディエイト、リプレイス、リトレンチ（頭
文字をとって「5つのR」と呼ぶ）というオプションが
存在するが、CIOはこの中からいくつか自分の組織に

あったものを選択し適用することも
できるし、従来のやり方を踏襲して
レガシー資産をアップグレード・再
利用することを選ぶこともできる。3

レガシー資産をひとまとめにクラウ
ドテクノロジーで置き換えるという選
択をするCIOもいるかもしれない。「5
つのR」のうち、どのコアコンポー
ネントの組合わせがあなたの会社の
ビジネス目標を達成し、どれがそう
でないか、そしてマーケットと顧客
が何を求めているのかを知れば、モ
ダナイゼーション戦略はあなたの組
織の目標達成にとって有効なものと
なる。ITポートフォリオ内のレガシー
資産それぞれの耐用年数の特定や、
発展する顧客のニーズ・マーケット
のトレンドに適応する能力など、ど
のレガシー資産がビジネスの成果と
深く関係しているのかを理解するこ

とも重要である。もちろん、信頼性、セキュリティ、
拡張性など基本的なテクノロジー基盤も忘れてはな
らない。これらの検討を経て得た指針は、組織のモ
ダナイズに向けた投資の優先順位付けを決定する一
助となるはずだ。

サイバーリスク
ここ数年、世界中でサイバーリスクの脅威が増大し
ている。サイバー攻撃の手法はますます高度化され、
より計画的で悪質になった。私たちは、このサイバー
リスクの増大が、新興の技術トレンド（エマージング・
テクノロジートレンド）に与える影響について、これ
までCIO・CTOと議論を重ねてきた。マクロテクノロ
ジートレンドと、絶えず発展しているデジタルトランス
フォーメーションというテーマは不可分であり、IT部
門以外にもマーケティング、セールス、顧客管理、レ
ギュラトリー、法務、ファイナンス、HRといった複数

ビジネスとテクノロジーチームが協業す
ることで、これまでより迅速に成果を提
供することができるようになる。
もちろん、拡張性、信頼性、セキュリティ、
保守性といった従来のIT組織が主眼とし
ていた企業のIT基盤を損なうことなく、
これまでのアプローチやテクノロジーで
は描くことができなかった将来を見据え、
ITの限界を超えていくことができるよう
になるのである。
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拡大 ネットワーク上の
データの取得、分類、管理

がより動的化されたデータ
構造

予測 アナリティクスからの洞察
に基づいた予測、指示、および対

処

結果論 過去を振り返り、起こっ
た出来事を確認

ボトムライン 価値創造までの時
間を短縮するための、コストと煩

雑さの排除

デジタル 顧客向けのツールや
チャネル（セールス、マーケティ
ング、カスタマサービス）

速度 パブリック環境への移行
と、プラットフォームを通じたイ

ノベーションの実現

オールイン バックオフィス、
フロントライン、製品、および
サービスを含む企業全体を
網羅

統合 相互依存関係にあるエコ
システムの一部という考え方の

崩壊とその加速化

技能 芸術の世界で使われるデ
ザイン原理を科学の分野でも活

用し、ヒューマン エクスペリエン
スを実現

出発点 デジタルロードマップ
をサポートする、マイクロサー
ビスの実現とコアの適正化

基盤 技術的負債に対処する
ために、再構築された基幹シ
ステム

保護 資産の保護とコンプライ
アンスの遵守

最適化 運用効率化とプロジェ
クト遂行のための計画、構築、
および実行

組込 中長期IT投資の中への
セキュリティリスク組込

フォーカス 製品と成果に関
する技術チームのマインド
チェンジ

次の段階 リスクの観点を技術
倫理や社会的責任まで拡大

進化 自律し、統合され、助言力
があるテクノロジー組織への
進化

過去 現在 未来

アナリティクス

クラウド

デジタルエクスペリエンス

コア

リスク

テクノロジービジネス

コグニティブ

ブロックチェーン

デジタルリアリティ

変革 イノベーションと成長を推
進するプラットフォームへコアを
変革

処理 データとアルゴリズムを用
いた問題解決

一体化 機械学習やRPAなど潜在
的利用価値のある技術の使用

トレンド 暗号通貨に関連した
専門用語の利活用

製品利用 先進的な各種デバイ
ス製品など特定分野に限定

された利用

信頼 ネットワーク環境内のデ
ジタルアセット管理および交換

技能理解 新しいデザイニング
（設計方法）や活用方法に対す

る理解

加速化 資産や契約といった
ビジネスプロセスにおいて

も、誰もが信頼し利活用
できる状態

同化 デジタルとリアリ
ティとの境がなく

無意識に利活用
される状態

更なる高みへ 組織目標や組織活
動を推進するために組み込まれた

戦略上のコアテクノロジー

マクロフォース：進化と相乗効果
図 1



の組織内のステークホルダーに影響を与えている。
そのためサイバーセキュリティは、単純にどのよう
にサイバーリスクへ対応するのかといった議論に留ま
らない、企業全体で取組まなくてはならないテーマ
である。サイバーリスクは、ITアーキテクチャおよび
システム設計の範疇だけで議論される課題ではない。
サイバーリスクの考え方を、ビジネスのマインドセッ
ト、戦略、方針に組み込み、管理することが重要で
ある。セキュリティ、プライバシー、完全性、機密性
を包含した、包括的なサイバーリスク戦略を立案する
ために、ITとビジネスのリーダーは協力しなくてはな
らない。そのためには、組織のリスク耐性を考慮し、
最も価値あるデータとシステムだけでなく、最も脆弱
なポイントを特定し、その軽減とリカバリの計画を立

てることが必要になる。こうして定義された包括的な
サイバーリスク戦略は、企業のマーケットでの地位向
上と競争優位性の獲得に寄与するものである。
このようなアプローチは、サイバーリスクについて
の根本的で幅広い理解に基づいている。例えば、こ
こで言うサイバーリスクへの対応は、プロジェクトの
最終フェーズで実行されるような単発のコンプライア
ンスチェックなどとは本質的に異なるものである。そ
れどころか、セキュリティ部門の権限範囲を拡張し、
開発が始まる前に、リスク選好度を具体化するといっ
たプロアクティブな取組みが求められる。今後、サイ
バーは、マクロプラットフォームのあらゆる構成要素
を下支えし、組織のデジタルトランスフォーメーション
のあらゆる側面に統合されていくだろう。
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世界最大の小売企業であるWalmart社4は古くから、イノベーション振興に寄与し、マクロテクノロジーフォース
への取組みを続けている。実際、4年近く前には基幹システムの刷新によって、サプライチェーン、商品企画、店
舗システム、POSシステム、e-コマース、財務および人事機能など様々な分野における効率化、迅速化、そして
適応能力の向上、すなわちコアモダナイゼーションを実現させた。5さらに、2017年にはVRを活用した店舗スタッ
フ教育を開始し世間を驚かせただけでなく、６2018年にはその実績数を2倍にまで伸ばしている。7また、モバイル
活用も推進し、店舗スタッフに顧客データや分析情報を提供することで接客時のサービス向上を目指している。
しかも、実店舗での在庫、購買、販売、価格決定、セキュリティ管理機能を向上させるため、クラウドも自前で
構築したのだ。８

このように常にマクロテクノロジーフォースに挑み続けてきたWalmart社であれば、デジタルトランスフォーメー
ションによって世の中に新たな「価値」を創造するためには、どのようにニューテクノロジーと呼ばれるクラウド、
アナリティクス、コグニティブコンピューティングそしてデジタルリアリティを駆使すべきかわかっていることだろう。
そして、イノベーション探求の歩みを止めないWalmart社が直近で取り組んでいるのは、新規顧客層の開拓だ。
スタートアップ企業のように、個性派ブランドの商品をオンラインで購入し、そのブランドから手厚い個別最適化
されたサービスを望むような新規顧客層をもとらえようとしている。そのため、Walmart社の名のもと、デジタル
技術の活用が進んでいる消費財ブランドの買収や、これらのブランドのイノベーションとインキュベーションを担う
新チームの立ち上げを行っている。

「どの企業も業界の垣根を超えた幅広い商材を取扱うようになった現代では、顧客を自社のプラットフォーム上に
乗せ、囲い込むような強力なブランドが必要だ。」と、2017年9月にWalmart社に買収されたBonobosの前創業
者であり、現Walmart社 e-コマース領域のデジタル消費財ブランドSVPを務めるAndy Dunnは言う。９「顧客が私
たちのエコシステム内へ確実に繰り返し戻ってくるようにするため、私たちはdigital DNAを基盤に、次世代デジタ
ルブランドのラインアップを創造中だ。」

具体的にはWalmart社はいま、3つのデジタル消費財ブランドを買収している。Bonobos、ModClothそして、XL
サイズ以上の女性服を専門に扱うELOQUIIである。また、bed-in-a-box業界で急成長しているマットレスメーカー、
Allswellのようなデジタルブランドのインキュベーションも行っているのだ。10

「良質な商品、良質な顧客、SNSを通じて拡散される魅力、様々なデータと何サイクルものフィードバックを背景
に、これらの新興ブランドは強固な顧客リレーションを築いている。我々の経営層はここに魅力を感じ、direct-
to-consumerブランドの力に期待している。」とDunnは言う。「しかし、これらのブランドが独力で生き抜くのは
簡単ではない。例えば新しいテクノロジーを取り入れたいと考えた場合、在庫購入、新チームの立ち上げ、そし
て莫大なお金をかけたマーケティング活動と、それらの活動を行うための資金調達を同時並行で行うことは容易
ではない。それが、Walmartに在籍することで、Walmartケイパビリティのレバレッジをきかせられるだけでなく、
相互学習および人材交流が可能になるのだ。」

また、デジタルブランド戦略に加えて、Walmart社は商材の幅を拡げケイパビリティの向上を目指し、オンライ
ン小売企業（e-tailer）の買収も行っている。この戦略の元、すでに5つの企業を買収した。Art.com社、Bare 
Necessities社、Hayneedle社、MooseJaw社そしてShoebuy（現Shoes.com社）である。新しく加わったブラン
ドたちは、Walmart社の元であらゆるテクノロジーを駆使し、新しく独創的な顧客体験を創造することが期待さ
れている。そしてこれらの買収と、テクノロジーインキュベータの役割を担うStore No. 8の誕生によって、小売業
界における最も革新的なデジタル人材と専門家達がWalmart社に集結することとなった。

Store No. 8とは、2017年に設立されたWalmart社の事業部で、Walmart社のブランドを支え、従来より早く市場
に商品を流通させることで全顧客に対して価値提供を行える仕組みづくりを行う場所である。11これは、小売業界
の未来へ向けて変革を起こすためには、日々の業務から切り離された専属チームが必要であると考えたWalmart
社経営層によって立ち上げられた。ここでは例えば購買前の検討が慎重に行われがちな高価格帯製品の販売拡
大に向け、（ほかの様々な技術と同様に）VRの活用可能性を検討している。これを支援するため、VRアプリケー
ションのコンテンツ充実化を目指しWalmart社はSpatialand社の買収まで行った。Store No. 8はまた、初の投資
先企業JetBlack社を通じて「会話型コマース（conversational commerce）」の開発を行っており、顧客がネット
を開くことなく、チャットやメールなどのテキスト情報を送るだけで商品の購入ができるような仕組みを検討してい

WALMART社：先を行くスタートアップ
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る。そして顧客がサービス担当者とリレーションを築くことに慣れるにつれ、将来的には、音声認識や、AR技術、
機械学習、自然言語処理を駆使して顧客との会話の自動化を目指したいと考えている。12これによって店舗と顧
客間のリレーションをより強固なものへと昇華させながら、購買体験を劇的に変えられる可能性がある。

Walmart社のデータやテクノロジー、社員そしてインフラなどのリソースはビジネストランスフォメーションを短期
的にも長期的にも促している。その上、そのビジネストランスフォメーションはすでに喜ばしい成果を上げている：
Walmart社の2018年2/4期オンライン売り上げは40％上昇し、3番目に大きいオンライン小売企業となった。13

「テクノロジーの観点からは、一見派手なツールが取り上げられがちだが、私たちは地味でも消費者の生活を
根本から変えられるようなものにこそ興味がある。」と、Dunnは言う。「我々のモットーは “Save money, live 
better” であり、私たちのビジネストランスフォメーション戦略によって業界へ変革を起こすことで、顧客へより良
い生活を提供できるようになると信じている。」
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動き出すマクロフォース

9つのマクロフォースはあくまでも、それらよりはる
かに大きなエンタープライズテクノロジーを作り上げ
るレシピの材料でしかないことを忘れてはならない。
多くの優れたレシピと同様に、材料の分量は必ずし
も厳密に一定の値である必要はなく、様々なニーズ
に対応するための調整を行うことが可能である。で
は、このレシピで大事なポイントは何か。それは、製
造ラインであろうが、支払プロセスであろうが、はた
またロイヤルカスタマとの新たな関係構築手法であろ
うが、いずれにおいてもマクロフォースが組合わさり、
一体となることである。マクロフォース同士の組合わ
せによる化学反応には膨大な可能性が秘められてい
る。デジタル革命が進んでいる今日において、個別
にマクロフォースを展開することはもはや成功のレシ
ピにはなり得ないのである。あらゆるインダストリー
全体に共通して、我々が現在まさに目にしているよう
に、マクロフォースが互いに連携しあうことでデジタ
ル革命がより一層推し進められ、これまでになかった
戦略立案機会、業務改善機会が新たに生み出されて
いるのだ。
ドイツの保険会社Talanx AG社は、マクロフォー
スの組合わせに取組んでいる良い例である。Talanx 
AG社はより効果的なB2Bパートナーとの協力や、顧
客からの急速に増大するデジタル化への期待に応え
るため、コアモダナイゼーションならびにデジタル
エクスペリエンスといったマクロフォースを活用して
いる。「かつて保険を売るというのは常に人が介在
しなければならないビジネスであった」と、Talanx 
Systeme AG社（Talanx AG社の一部門）役員の
Michael Krebbersは語る。「それが現在ではデジタ
ル活用が可能なビジネスとなりつつある。数年前、
我々は自身の立ち位置を保険情報テクノロジー企業
として再定義する必要性があることに気づき、未来に
向けたビジネスの再設計に取組み始めた。」

Talanx社のデジタル変革への取組みは2つの重点
領域によって構成されている。
1）時代に合わなくなったバックエンドシステムの抜
本的な見直し、再構築による技術的複雑性の低下、
さらにいくつかの分野における、完全に自動化され
たアプリケーションによるモダナイゼーションの促進
2）クラウドベースフロントエンドシステムの展開によ
るデジタルB2BおよびB2Cチャネルの強化。これらデ

ジタル面での取組みはまだ初期段階であるとはいえ、
そのほかのマクロフォースも活躍できる機会として、
アドバンスドアナリティクスやデータマネジメント、特
にIT組織のオペレーション領域が考えられる。
さらには、Talanx社は新しい保険テクノロジーソ

リューションについての理解を促進し、会社の遠く離
れたオフィスと現在進行中のデジタル変革プロジェク
トとの連携を助けることを狙いとし、ベストプラクティ
スラボを立ち上げた。14

異なる分野の例として、エレベーター、エスカレー
ター、自動ドア、自動改札機のグローバルプロバイダ
であるKONE社はクラウド、アナリティクス、デジタル
エクスペリエンス、コグニティブ、デジタルリアリティ、
そのほかのテクノロジーを用いて、自社製品の新た
な点検、整備方法を考案している。15 KONE社のような、
実体のある製品を製造する会社がデジタルの世界に
踏み込んで企業活動を行うためには、それまでの視
点からの抜本的な転換を必要とする、とCIOのAntti 
Koskelinは述べる。「昔ながらの業界で働いていると、
従業員たちは新しい製品の設計や実験を行う際、往々
にして一定の慣れ親しんだ方法を用いる習慣がつい
てしまう。エレベーターの寸法や特性は可測であり、
可知なものである。ところがデジタルな新手法となる
と、途端に何もかもが抽象的で、また大体において
は不可知なものになるため、従業員たちは高度な不
確実性を扱うことに順応しなければならなくなった。
彼らは前に進もうとはするものの、どこに向かえば良
いのかが分からなくなってしまったのだ。」

Koskelinによると、KONE 24/7 Connected Services
の登場が、KONE社の従業員たちのデジタル面にお
ける適応に大きく寄与したようだ。このサービスにお
いてKONE社は、情報をリアルタイムで監視、分析、
表示する機械学習ベースのIoTプラットフォームにパ
フォーマンスデータを伝送するためのセンサーを自社
製エレベーターの至るところに埋め込んだ。そのサー
ビスはKONE社製のエレベーターおよびエスカレー
ターの利用客に提供されており、潜在的な動作不良
や障害を発生前にあらかじめ予測することや、設備
のリアルタイム監視が可能になったことで、メンテナ
ンスサービスの提供方法に根本的な変化をもたらし
た。一例では、100の顧客向けエレベーターに対し
て12ヶ月以上にわたり稼働状況を常時監視し、そ
れを通じて問題発生の予防策を提案するようにした
ところ、メンテナンスが必要な問題の発生が60％減
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少した。今年すでに、KONE社は当該サービスの提
供対象をエスカレーターにも広げた。もう一つの重
要な要素として挙げられるのが、旧世代の設備およ
び顧客が保有するほかの設備にも製造元を問わず、
KONE 24/7 Connected Servicesを接続できるように
したことだ。これはIoT、AI、アナリティクスの恩恵を
広範囲な保有資産にもたらすことを意味する。会社
のマーケティング活動がMachine Conversations16

を通してエレベーターに声を与えるとともに、ロン
ドンの一部にあるエスカレーターをTwitterと連携す
ることで、パフォーマンス情報の確認をフォロワーが
行えるようになった。ツイートに加え、KONE社はエ
スカレーターのVRと360度ビデオを作成することで
Machine Conversationsを補完し、新サービスのビ
ジネス価値をその利用者ならびにB2B顧客に示して
いる。17

要点
9つのマクロフォースは企業戦略を左右する、または投資先選定に影響を及ぼす、今後も長
く続いていくテクノロジーのトレンドである。しかし、ここで勘違いしてはならないのは、それ
らが個別で独立したものではなく、互いに切り離せない関係にあるということである。各要
素を単独のものとしてとらえたところで、それぞれが発揮できる影響力は限定的なものとなっ
てしまうだろう。この時代にいる我々の使命は、業種、役割、機関、もしくは国家などにとっ
て重要となるマクロフォースの組合わせ方を明らかにすることで、従来の常識にとらわれない、
組織的な惰性や硬直感を打ち破るような道筋を自信をもって示すことだ。我々の歩みを、「イ
ネーブリングテクノロジーとは何か」の �what� から、「どのような相乗効果を生み出すのか」
という �so what� へ ―トレンドを越えた、デジタルフロンティアへと踏み出すときである。
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はじめに
テクノロジーの影響力が日増しに高まっていること
は、本編をご覧いただいている皆様は常日頃から感
じている周知の事柄であり、あえて論じる必要性を感
じられないかもしれない。しかしテクノロジーの進化
がどのように企業のビジネスモデルや市場の変化に
影響を与えつつあるかを、3分野計9つのテクノロジー
トレンドに分類し整理している本編は、読みごたえが
あったのではないだろうか。
本編ではこれらを9つのマクロフォースとして紹介し

ている。クラウドやアナリティクスなどそれぞれが重
厚かつ重要なテーマではあるが、各々を深掘りする
だけではなくその組合わせが肝要であると論じてい
る。本編では先行しているWalmart社やTalanx社、
KONE社の事例が紹介されているが、各社とも複数
のマクロフォースを縦横に組合わせて価値を最大化
していることが見て取れる。マクロフォースが互いに
連携しあうことでデジタル革命がより一層推し進めら
れ、新たな戦略的、業務的機会が生み出されている
のだ。コンサルタントの視点として、特に注目してい
るマクロフォースを3つ取り上げて論じたい。

トップダウンで進むデジタル化
近年デジタルディスラプションを企業経営に対す

る脅威ととらえ、トップダウンでデジタル化に取組
む傾向が、特に大企業を中心に顕著に表れている。
2018年4月に行われた日本情報システム・ユーザー
協会（JUAS）の調査1によると、デジタル化実施済
み（検証中含む）と回答した企業の割合は全体で約
20%。これに対し売上高1兆円以上の大企業では約
70%と突出している。さらに着目すべきはその伸び率
で、16年度の約50%に比べて20%近く増加している。
実施済み企業のおよそ7割はデジタル化を企業の重
要事項として認識し、経営会議等で議論・報告され
るとしており、大企業を中心にトップの意識改革が大
きく進展していることが見て取れる。
一方、デジタル化を実際に推進する現場レベルで
はどうだろうか。同調査によると、デジタル化を企画・
推進する人材に求められるバックグラウンドとして、
約8割の企業が社内のIT部門と事業部門両方を経験
すべき、と回答している（1位～3位の合計）。ビジネ
スとテクノロジーの境界線が曖昧になった今日、複
数の部署で経験を積みつつ社内における人的ネット

ワークを広げることは重要な取組みであり、特に日
本では部署をまたがった異動が制度として確立してい
るため、これを強みとしてとらえ有効に活用すべきで
ある。
マクロフォース「ビジネスオブテクノロジー」では、

IT組織の再編・再定義について論じている。「Tech 
Trends」では、すべての企業がテック企業であり、
すべての従業員がテクノロジストであるという考えを
メインテーマに据えており、デジタルトランスフォー
メーションはIT組織だけではなく経営層や事業部門も
含めた総力戦であると位置づけている。レガシーシ
ステムの保守運用や付加価値の低いルーティン作業
からIT組織の人員を解放し、よりビジネスの成果に直
結する活動へ注力させるよう、テクノロジーチームの
在り方を変革することが極めて重要である。

ブロックチェーンの与えるインパクト
多くのクライアントから「ブロックチェーン」につい

ての問い合わせをいただくが、その大部分はこれが
自社のビジネスに将来どのように影響するか、利用
する場合のメリットはなにか、いつから取組むべきか、
といった点である。つまり裏を返すとすごく流行ってい
るがメリットを感じ取れないので教えてほしい、とい
う相談である。ビットコインが高騰しつつも様々な問
題を露呈したのが2018年であるが、一方で着々と次
世代情報伝達プラットフォームの基礎技術としてのブ
ロックチェーンが育まれてきている。それはさながら
インターネットの勃興期のような様相を呈している（つ
まり、まずはつながることが重要、その後に実装技
術やセキュリティ等が追いついてくる）。中央集権的な
仕組みを構えずに、高度に暗号化されたデータを各
自が持ち合うことで、高い対改ざん性や可用性を提
供できることがブロックチェーンのメリットであるが、
実際はトータルで発生する費用は高くなるし投資効率
を考えると中央集権的な仕組みの方に分がある。で
はなぜ人々はブロックチェーンに熱狂するのか。それ
はプラットフォーマーから主権を取り戻すための民主
主義活動である、というのは言い過ぎかもしれない
が、実際のところ、そこまでイデオロギー色が強くな
い日本人の発想や感覚にブロックチェーンはなじみに
くいと感じている。国内で既存の中央集権的なシス
テムをブロックチェーンで置き換えるプロジェクトが先
駆的に進んでいるが、難航することは想像に難くない。
一方、グローバルでは金融業界を中心に着々と企

日本のコンサルタントの見解
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業での採用事例が出始めている。デロイト グローバ
ル ブロックチェーンサーベイ20182によると、回答者
の約3分の1以上が何らかの形でブロックチェーン導
入を本番環境で行っており、約8割がブロックチェー
ンを導入しない場合自社の競争優位性を失うことに
なると回答している。同時に全体の3分の1に上る回
答者が、現在のブロックチェーン技術へのROIは依然
として不確かであるとも感じている。しかし、技術的
ハードルやポリシーなどの制限の解消がさらに進め
ば、今後数年間で企業間のゲートウェイテクノロジー
やEAIなどのインテグレーションレイヤにおいて飛躍的
な進歩が見られることは間違いないだろう。日本企
業としては、今すぐ飛びつく必要はないが技術トレン
ドから目を離さず、概念実証を通じて知見を蓄えな
がら機会を虎視眈々と伺う姿勢が必要であろう。

2025年の崖を超えるために
経済産業省のレポート3により、唐突にトレンドワー

ドとして世に躍り出た「2025年の崖」4である。まだ
ご覧になっていない読者は一読を勧めたいが、感じ
取れるのは「コアモダナイゼーション」への取組み
が鈍い日本企業に対する強い危機感であり、警鐘を
鳴らすためにあえてショッキングな用語を用いた渾身
のレポートである。既存システムの課題を克服できな
い場合、2025年以降最大12兆円／年（現在の約３倍）
の経済損失が生じる可能性がある、といった危機的
見通しが書かれているが、唯一のファクトは2025年
に大部分の企業で現在稼働しているSAP ERPのバー
ジョン（ECC6.0）がサポート切れとなる、というた
だ1点であり、それ以外はここから逆引きをして記載
されていることが容易に読み取れる。
一方で、実際にクライアントと接する中で強く感じ

ているのは、単にレガシーシステムをリプラットフォー
ムするだけにとどまらず、クラウドテクノロジーを最
大活用しデジタルビジネスの基盤となりうる次世代の
ERPコアを構築するためのロードマップ策定に本気で
取組み、過去のアドオン負債からいかに解き放たれ
るかを本気で模索している企業が想像以上のペース
で増加している点である。「御用聞きベンダはいらな
い」という言葉は、我々に対して直接発せられたも
のではないが、我々のこれまでのクライアントサービ
スが真に価値のあるものだったのか、改めて振り返
る契機となった。彼らにとってみれば2025年を待た

ずいち早くコアモダナイゼーションに取組むことはリ
スクではなくチャンスであり、同業他社をデジタルビ
ジネスで出し抜くための重要戦略の1つなのである。

おわりに
昨年の「Tech Trends 2018」ではテクノロジー再
構築というテーマで、SoR （System of Record）と
SoE （System of Engagement）の融合によるエン
タープライズアーキテクチャの再構築を論じた。たっ
た1年で軸が2軸から9軸に増えているのはテクノロ
ジートレンドが複雑さを増している証とも言える。昨
年は試験的な施策をバーチャルな組織で実施し、小
さな成功体験を社内で積み上げてから組織とルール
を漸進的に見直すべしと進言した。CxOの組織改編
に対する理解は確実に進んでいるものの、組織変革
については試行錯誤以前に「思考錯誤」を繰り返し、
結局何も進んでいないという状況が散見される。こ
れはテクノロジートレンドが複雑さを増していること
と決して無関係ではない。クラウドやアナリティクス
など、各組織が担当しているテクノロジー領域を持
ち寄ってイニシアティブを立ち上げるものの、既存組
織間のシナジーや既存アセットの利活用を前提とし
た運営方針にがんじがらめになって、身動きが取れ
なくなっているのではないか。9つのマクロフォースを
自在に操ることができる少数精鋭部隊をCxO直轄組
織として組成し、大きな権限を与え様々なしがらみを
超えて軽やかにデジタルビジネスを立ち上げる、そう
いった大胆な施策を実施する時期がきているのでは
ないか。
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